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和光市子ども・子育て支援事業計画は、平成２７年３月に策定され、平成２７年度～平成３１

年度までの５年間を対象としており、今年度はその中間年にあたります。
　事業計画に教育・保育事業の量の見込みと提供体制を定めるにあたり、就学前児童の保護
者を対象としたニーズ調査を行い、これに基づき算出された需要量に対応するための提供体
制を定めました。
　今般、平成２７年度、平成２８年度の実際の就学前児童の保育ニーズ等の実績や計画の実
施状況等を踏まえ、事業計画の中間見直しを行うことといたしました。
　また、今後、事業計画期間中に市が取り組もうとする内容についても、今回の見直しに合わ
せて、事業計画に明記することといたしました。
　見直しの主な内容は以下です。本資料は、これらを中心に今回の見直しの概要を記したもの
です。

（１）　基本理念の見直し

　（２）　保育基盤整備の見直し

　（３）　保育施設の利用者負担額（保育料）と利用者負担助成の見直し　　

　（４）　学童クラブ及びわこうっこクラブの見直し

　（５）　学童クラブにおける利用者負担額の見直し

　（６）　地域包括ケアシステムの充実に向けた取り組み
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　（現　　行）

全ての児童が健全に育成され、自己肯定感が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　育まれる、子どもを中心とした福祉の保障を明確化

　（見直し後）

 【基本理念】
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第一条　
全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのつとり、適切に養育されること、その生活を保障され
ること、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその
他の福祉を等しく保障される権利を有する。



＜２号認定＞保育を必要とする児童数の実績と見込み（３才児～５才児）　　　　　
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平成
２７年度
（実績）

平成
２８年度
（実績）

平成
２９年度
（実績）

平成
３０年度
（見込）

平成
３１年度
（見込）

認定児童数（人） ７８７
７８２

８１４
８２２

８４２
９２８

８６９
１,０２３

８９６
１,１１５

認定割合 32.43％
31.85％

33.76％
33.76％

35.33％
38.25％

35.88％
41.45％

37.15％
44.64％

平成
２７年度
（実績）

平成
２８年度
（実績）

平成
２９年度
（見込）

平成
３０年度
（見込）

平成
３１年度
（見込）

認定児童数（人） ９９２
８２７

１,０３０
８７８

１,０６８
９１３

１,１０５
９８７

１,１４３
１,０３７

認定割合 37.82％

32.15％

39.40％

34.80％

41.00％

36.17％

42.60％

38.80％

44.37％

40.10％

＜３号認定＞保育を必要とする児童数の実績と見込み（０才児～２才児）　　　　　

２号認定における平成２７年度、平成２８年度の実績から計画策定時の見込みより３歳児以降の保育ニーズの高まり
がみられました。

上段：当初計画

下段：見直し後計画

上段：当初計画

下段：見直し後計画



（背景）

国勢調査による最新の人口データ等を踏まえた、和光市の０～５歳児の人口推計及び
平成２９年度４月までの教育・保育事業の利用実績を踏まえ、平成３１年度までの教育・保育事業利用者の
人数及び各事業利用者の内訳を以下のとおりとします。

０～５歳の人
口

教育・保育
事業利用者

０～５歳の人
口に占める
割合

現状 ４，９９９人 ３，１３１人 ６２．６％

平成31

年度
４，９８８人 ３，５０７人 ７０．３％

０～５歳の人
口

教育・保育
事業利用者

０～５歳の
人口に占め

る割合

現状 ４，９９９人 ３，１３１人 ６２．６％

平成31
年度

５，０７４人 ３，５３１人 ６９．６％

当初計画
策定時

平成３１年度

幼稚園 １，４９１人
（２９．８％）

１，２４６人
（２５．０％）

保育所 １，２７７人

（２５．５％）

１，２１２人

（２４．３％）

認定こども園 ０人
（０．０％）

４９２人
（９．９％）

小規模保育 ０人
（０．０％）

５５７人
（１１．２％）

当初計画

策定時

平成３１年度

（実績見込み）

次期事業計画

期間中

幼稚園 １，４９１人

（２９．８％）

１，３７９人

（２７．２％）
２５．０％

保育所 １，２７７人
（２５．５％）

１，６８７人
（３３．２％）

２４．３％

認定こども園 ０人

（０．０％）

０人

（０．０％）
９．９％

小規模保育 ０人
（０．０％）

４５５人
（９．０％）

１１．２％

事業所内保育
所（地域枠） －

１０人

（０．２％）

教育・保育事業を利用する割合 教育・保育事業を利用する割合

教育・保育事業利用者の内訳の割合 教育・保育事業利用者の内訳の割合
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　待機児童が発生していることから、平成２９年度～３１年度の整備計画について、当初計画よりも定員数を
増やし、その受け皿となる保育所と小規模事業所の施設数を見直します。

保育所の整備計画　(　)内は定員

現状 ２９年度 ３０年度 ３１年度

　市内
　提供体制

１８施設
（１，４４８人）

１６施設
（１，３２２人）

１７施設
（１，３９２人）

　　　１６施設
（１，２１２人）

　北エリア １０施設

（６８０人）

８施設

（５３０人）

８施設

（５３０人）

８施設

（５３０人）

 中央エリア ５施設

（４１８人）

５施設

（４４２人）

５施設

（４４２人）

５施設

（４４２人）

  南エリア ３施設

（３５０人）

３施設

（３５０人）

４施設

（４２０人）

３施設

（２４０人）

小規模保育事業所の整備計画　(　)内は定員

現状 ２９年度 ３０年度 ３１年度

　市内

　提供体制
２０施設

（３６０人）

２５施設

（４６４人）

３０施設

（５５４人）

　　　３２施設

（５９１人）

　北エリア １０施設
（１７２人）

１５施設
（２７６人）

１５施設
（２７６人）

１６施設
（２９５人）

　中央エリア ７施設

（１３１人）

６施設

（１１２人）

８施設

（１４８人）

９施設

（１６６人）

　南エリア ３施設

（５７人）

４施設

（７６人）

７施設

（１３０人）

７施設

（１３０人）

※認定こども園については、喫緊の保育需要に対応するため、本事業計画期間中は既存保育園から認定こども園への移行は予定していません。
なお、中央エリアにおける認定こども園の整備は、和光市広沢複合施設基本計画と併せて平成３３年開園に向けて準備を進めていきます。
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現状 ２９年度 ３０年度 ３１年度

　市内

　提供体制

１８施設

（１，４４８人）

１８施設

（１，４７８人）

１９施設

（１，６２８人）

　　　２０施設

（１，７１８人）

　北エリア １０施設

（６８０人）

１０施設

（６９０人）

１０施設

（７５０人）

１０施設

（７５０人）

 中央エリア ５施設
（４１８人）

５施設
（４３８人）

５施設
（４３８人）

６施設
（５２８人）

  南エリア ３施設
（３５０人）

３施設
（３５０人）

４施設
（４４０人）

４施設
（４４０人）

現状 ２９年度 ３０年度 ３１年度

　市内

　提供体制

２０施設

（３６０人）

２４施設

（４３６人）

２４施設

（４３６人）

　　　２５施設

（４５５人）

　北エリア １０施設
（１７２人）

１２施設
（２１０人）

１２施設
（２１０人）

１２施設
（２１０人）

　中央エリア ７施設

（１３１人）

８施設

（１５０人）

８施設

（１５０人）

９施設

（１６９人）

　南エリア ３施設

（５７人）

４施設

（７６人）

４施設

（７６人）

４施設

（７６人）



利用者負担分
3億2721万円(28.2％)

（背景）

　保育園の保育料については、平成２７年度に事業運営に係る市の独自財源負担割合を１０％程度にすると
の考え方に基づき、見直しを行いました。今回、事業の財政状況を検証し、概ねこの基準を維持していること
から保育園保育料の見直しは行わないこととしました。

　一方、平成２７年度からの保育園保育料の見直しに際し、激変緩和措置として設けられた利用者負担額の
激変緩和助成については、助成創設当初から激変緩和を目的として設けられていることや

・見直し前の保育料の適用を受けていた者で平成３０年度以降も在園する児童は全て３歳以上となっており、

　保育料が見直された当時の０～２歳児の保育料に比べて額が低くなること

・平成３０年度以降も本措置の対象となりえる世帯は世帯収入の増加による利用者負担額階層の上昇が要

因であること

から、保育料見直しから既に３年を経過し、助成対象外世帯との公平性にも配慮し、
保育園保育料の激変緩和措置は、平成２９年度末をもって廃止することとします。

保育料見直し前の平成２６年度から継続して保
育所を利用している児童について、平成２７年
度利用者負担額算定時に平成２６年度利用者
負担額徴収額を基準として、金額が大きく上昇
する世帯に対し、負担額が１０，０００円を超え
た場合、その超過分を助成する仕組み。

公
費
負
担

(

7
1
.
8
％)

利
用
者
負
担

(

2
8
.
2
％)

平成２７年度実績によれ
ば、市の独自支出は、事
業費全体の１０％台であ
り、事業計画の目標水準
をほぼ実現。

　⇒　このため、保育所
及び小規模保育事業所
の保育料体系について
は、現行制度を維持。
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（背景）

　「保育クラブ」については、その名称を一般的な「学童クラブ」に改称します。

　また、学童クラブについては、当初の計画に基づき、それぞれ４０人規模の民間保育クラブを２施設誘致す
る予定でしたが、平成２９年度４月現在、２つの民間保育クラブの定員合計は４５名にとどまっています。市と
しては、今後も事業計画に定める提供体制の整備に努めていきます。

　また、子どもの成長や発達を見守りながら、子どもたちの放課後の過ごし方がより安全で快適な居場所とな
るよう、学童クラブ等と連携しながら、わこうっこクラブや子ども教室の事業を推進していくことを明記します。

　施設整備は、平成２７年度に北エリアに、平成２８年度には中央エリアにそれぞれ定員２３名及び２２名の民間学童
クラブの誘致を行い、北エリアの多機能施設の中に定員９０名の学童クラブを整備しました。今後も、事業計画期間
中に計画に掲げる提供体制の整備を図っていきます。

　子どもたち同士が関わる機会にも配慮し、学童クラブと連携しながら事業の推進を図っていきます。平成２９年度現
在、３校において開催していますが、今後平成３２年度までに全ての小学校において開催する予定です。 ７



（背景）

　和光市の学童クラブ運営のための人件費やおやつ代、在籍児童に向けた各種の催しの費用（運営費）は、
国、県及び市の公費による負担と利用者から徴収する利用料により賄われています。

　一方で、現在も学童クラブに入所できない待機児童が発生している状況あり、今後も、事業計画に定めた学
童クラブの提供体制の整備を進めていく必要があります。

　今後も学童クラブにおける安定した質の確保と事業の運営・充実を図っていくために、学童クラブの利用者
負担額について事業運営の財政構造に関する検討を行い、見直しを行うこととしました。

〇学童クラブ運営費のうち一定額までは国・県・市がそれぞれ３分の１

ずつ負担します。一定額を超える額については、利用者又は市が負担

しますが、このような市の独自負担分は、利用者の負担軽減に資する

とともに、市がサービスを充実する際の原資ともなるものであり、その

額が事業費全体に占める割合は適切なものである必要があります。

○このため、市の独自負担の割合を、１０％と設定します。

○おやつ代については、運営費の中で利用者が負担する部分として位

置づけた上で、明確に区分し、その質の向上を図っていきます。

○なお、利用者負担額の水準と市の独自負担割合のあり方（事業費に

占める割合等）は、３年ごとに見直しを行うものとします。
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公
費
負
担

７
３

２
％
　
　

利
用
者
負
担

２
６

８
％
　
　
　



①　学童クラブにおける安定した質の確保と事業の運営・充実を図っていくために、市が独自に負担する額の割合を

　　事業運営費の１０％と設定します。

　②　①の考え方に基づき以下のとおり利用料を改定します。

　　・公設学童クラブの運営費のうち、年間1,900万円程度含まれているおやつ代は、「おやつ代」として全ての利用者

　　から、月額２，０００円をご負担いただきます。

　　・低所得者（第１階層）についてのおやつ代は助成を行います。

　③　おやつは、小学生の発育に必要とされる補食であることから、栄養バランスを踏まえ、夕食や日常生活のリズムに

支障をきたさない適正な量及び質が全公設学童クラブで提供できるよう改善していきます。
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階層区分 内容 現行月額 改定後の月額（）内はおやつ代 現行月額との比較

第１階層
生活保護受給世帯
前年度の市民税が非課税の世帯

０円 ２，０００円（２,０００円） ＋２，０００円

第２階層
前年分の所得税が非課税の世帯で、前年度に課税された市民
税の所得割額が５,０００円未満の世帯
または、所得割額がなく、均等割額のみの世帯

１，８００円 ３，９２０円（２,０００円） ＋２，１２０円

第３階層
前年分の所得税が非課税の世帯で、前年度に課税された市民
税の所得割額が５,０００円以上の世帯

３，６００円 ５，８４０円（２,０００円） ＋２，２４０円

第４階層 前年分の所得税額が９０,０００円未満の世帯 ５，４００円 ７，７６０円（２,０００円） ＋２，３６０円

第５階層
前年分の所得税額が９０,０００円以上、
１５０,０００円未満の世帯

７，２００円 ９，６８０円（２,０００円） ＋２，４８０円

第６階層 前年分の所得税額が１５０,０００円以上の世帯 ９，１００円 １１，７００円（２,０００円） ＋２，６００円

※同一世帯から２人以上の児童が入所した場合、２人目以降の保育料については２０％の軽減があります（夏休み等の短期入所を除く）。

延長利用料について、単発的・突発的な残業等が生じる際に可能な限り対応できるよう、以下のとおり延長利用料の日額を新

たに導入いたします。

　【　延長利用料　】　 児童１人につき月額　　１，３００円
（1か月の上限額1,300円）



（１）開所時間　 小学校の終業後～１８時　（※小学校休校日は８時開所）

　　　　　　　　　　＜延長利用＞１８時～１９時

（２）おやつの提供

（３）人員配置：１クラブごとに最低２人以上。
　　　　　　　　　児童４０名を超えるごとに児童１０名に対して１名増員して配置。
　　　　　　　　　（「和光市保育クラブガイドライン」）　

※実際には、職員の研修参加や休日取得の機会を確保するため、上記の水準を上回る職員を確保。　　

　　　　・放課後児童支援員認定資格研修会　　・保育クラブ支援員　定例研修会（前期・後期）　　　　

　　　　・埼玉県学童保育指導員基礎講座　　　・埼玉県放課後児童指導員研修会　　　　　　　　　　　

　　　　・保育クラブ支援員向け接遇研修　　　　・リスクマネジメント研修

　　　　・全国学童保育指導員学校　　・普通救命講習　　・感染症基礎研修

　　　　・発達障害に関する研修　等

（４）クラブでの過ごし方

　　・新入生歓迎会、進級（卒所）を祝う会、誕生会

　　・季節イベント（七夕会、夏祭り、十五夜、ハロウィン、クリスマス会、正月遊び、節分、雛祭り等）

　　・遠足や収穫体験などの室外保育

　　・全保育クラブ合同保育事業（運動会・映画鑑賞会）

　　・その他、地元企業との交流、地域の高齢者とのふれあい活動等
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（現在）　児童虐待への対応は、支援のマネジメントは市が行い、施設入所等にかかる措置は県（児童相談　

　　　　　　所）がそれぞれ実施。

　⇒　所沢児童相談所の管轄区域の中で最も遠くに位置する当市では緊迫性の高いケースや緊急的

　　　　　　　　　に施設入所措置が必要な場合等に、対応に時間がかかるという課題が存在。

　（今後）　虐待支援への迅速な対応を図り、わこう版ネウボラにおけるサービスを利用した親支援・子　　　　

　　　　　　支援を行うため、児童福祉法に基く権限移譲により、市に児童相談所の設置を検討。

　　　　　　　　　　　　　（なお、一時保護所については、県の施設を利用する等の協議を行う方針。）　

　➣市内統一「和光市保育課程」の作成

教育・保育事業等において様々な事業主体の参入が進んでいることから、平成３０年度適用の保育所保育指
針の改訂に合わせて、指針に基づく保育及び市の特色（地域包括ケアシステムの中の保育施設の役割）を活
かし、市内全施設の保育の質を確保する取組みを進めています。

　➣（仮）保育コーディネーターの養成の検討

市内保育施設は和光市保育課程に基づき、保育の計画を作成、保育実践に繋げます。このことにより、市内
全ての施設において保育の質を確保します。この取組みを支えるため、（仮）保育コーディネーターの養成を
検討し、公設公営保育園保育士が中心となって支援していく仕組みを計画に明確化します。
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　　この度の子ども・子育て支援事業計画の見直し、また、計画の見直しを踏まえた保育（学童）クラブ利用　
料の見直しについては、以下のとおり、和光市子ども・子育て支援会議等において、各議題について議論を
重ねました。

日付・会議名 議題

平成29年4月26日
第16回子ども・子育て支援会議

・教育・保育基盤整備について
・学童クラブの利用料設定等について
・計画基本理念の見直しについて

平成29年6月16日
第3回子ども・子育て支援会議
保育料検討部会

・保育所利用者負担額等及び助成制度について
・和光市学童クラブ利用料の見直し
・和光市学童クラブの延長利用料の見直し

平成29年6月30日
第17回子ども・子育て支援会議

・教育・保育基盤について
・保育料検討部会の結果について

平成29年8月28日
第18回子ども・子育て支援会議

・学童クラブの利用料等の設定について（継続審議）
・保育士等に対する研修等について
・児童福祉法の一部を踏まえた和光版ネウボラの体制変更
・児童センター・児童館に係る記載について

平成29年11月8日
第19回子ども・子育て支援会議

・新しい学童クラブ事業について
・事業計画見直し案について
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